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九州の物流の現状にかかるアンケート調査について
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物流業界においては、本年４月から時間外労働の上限規制が適用となり、物流の停滞
が懸念される、いわゆる物流の「2024年問題」への対応が喫緊の課題となっている。
このような背景の中、九州管内の物流の影響を把握するためアンケートを実施。

アンケート対象者

九州管内の物流事業者（トラック事業、海運業、倉庫業、鉄道事業）

アンケート回答数

総回答数：1,176件（調査票送付事業者数：6,839社）

【回答内訳】
〇トラック事業者：1,036件（調査票送付事業者：6,013社）
〇倉庫業 ： 118件（調査票送付事業者： 809社）
〇海運業 ： 20件（調査票送付事業者： 16社）
〇鉄道事業 : 2件（調査票送付事業者： 1社）

※各県に複数営業所がある場合や、関連部署が複数ある場合は、1社で複数回答も可とする。

アンケート概要

①期間：令和6年10月10日（木）～令和6年11月1日（金）
②調査方法：WEB方式
③調査項目：2024年4月以降の物流の影響、荷主との運賃等の交渉の有無、各社の取組状況等
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アンケート回答事業者の内訳(主な営業所)
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福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 九州外
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海運業
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アンケート回答事業者の内訳(事業者の概要)
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10両未満 30両未満 50両未満

100両未満 200両未満 200両以上

41.4%

28.1%

3.8%
10.8%

13.4%

2.6%

トラック事業 倉庫業

海運業

1,000㎡未満 3,000㎡未満 5,000㎡未満

10,000㎡未満 50,000未満 100,000以上

5.1%

32.2% 16.1%

7.6%

29.7%

9.3%

海上貨物運送事業（RORO等） 海上旅客運送事業（フェリー）

47.0%53.0%



アンケートの回答①
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強く感じている 感じている どちらでもない

あまり感じていない 感じていない

48.1%

25.6%

9.8%

14.1%

2.4%１．「2024年問題」により、物流に影響がでていると感じているか。

〇70％以上が影響を感じていると回答。

〇影響を感じていないと回答した事業者については、労働時間規制
の影響が少ない近距離の輸送を主とした業態が多く見られる。

〇影響を感じないと回答した事業者の中には、2024年問題に備え
て事前に対応していたため、問題なく事業が遂行できているとい
う回答も見られた。

２．「2024年問題」により、影響が出ている事項
(※複数回答可能)

〇「営業収入の減少」、「荷主との交渉の発生」の回答数
が550件を超え、約半数の事業者に発生している。

〇また、労働者の離職の増加についても367件となっており
約3割の事業者に発生している。

〇その他としては、「運転者の採用に関する事」や「改善基
準告示に適応した労務管理」 等の運転者に関する要因が
挙げられている。 0 100 200 300 400 500 600

その他

荷役作業時間の増加

荷主との交渉の発生

（輸送手段の変更等）

長距離運行（航）の廃止

労働者の離職の増加

営業収入の減少

153

565

367

261

553

160



アンケートの回答②
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強く感じている 感じている

どちらでもない あまり感じていない

全く感じていない

42.2%

29.1%

7.8%

18.4%

2.3%

４．「2024年問題」に対応するため、取組んでいる（取り組
もうとしている）事項(※複数回答可能)

〇「モーダルシフト」、「中継輸送」、「共同輸配送」、
「DXの推進による生産性の向上」については、
10％以上の事業者が実施。

〇一方で、全体の約30％の事業者が「特になし」
という回答。

〇労働力不足で、新たな採用が難しい中では、物流
効率化の取組が重要。 0 100 200 300 400 500 600

その他

特になし

運行（航）時間の変更

DXの推進による
生産性の向上

共同輸配送

中継輸送

モーダルシフト

360

116

567

160

150

141

91

３．「2024年問題」により、労働力が不足していると感じているか。

〇70％以上が感じていると回答。

〇「１．2024年問題により物流に影響がでていると感じているか。」
の回答と類似した形状となっている。

〇影響を感じないと回答した事業者の回答も、「１．2024年問題に
より物流に影響がでていると感じているか。」と同様の理由が多
かった。



アンケートの回答③
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非常に理解をいただいている かなり理解をいただいている

どちらでもない あまり理解をいただいていない

全く理解をいただいていない

33.4%
45.5%

2.6%

15.0%
3.3%６．運賃値上げ等に対する荷主の理解度

〇50％弱が荷主に理解いただいていると回答。

〇一方、理解をいただいていない荷主は18％弱という結果であり、
物流事業者が困っているという理解は進んでいると見られる。

〇引続き、トラック・物流Gメン等の制度を通じて、荷主に対して理
解を促していくことが必要。

交渉している 交渉していない

80.9%

20.1%

５．荷主との運賃交渉等の有無

〇80%以上の事業者が荷主との交渉を実施。

〇国土交通本省が令和5年度に実施した「標準的運賃にかかる
実態調査」では、71％の事業者が運賃交渉を実施（R4年度は
69％）とされており、その数値と比較すると高い数字となっている。

〇交渉の内容としては、運賃・料金、附帯作業、保管料金等の
の値上げに関するものがほとんどであった。

〇また、値上げ交渉が難しい場合は、作業環境の改善等を要求
しているとの回答も見受けられた。



アンケートの回答④

7

７．運賃値上げ等の交渉をしている荷主の理解度

交渉している 交渉していない

N＝1,176

80.9％

3.7％ 27.1％ 15.7％ 2.6％

非常に理解いただいている かなり理解をいただいている どちらでもない

あまり理解をいただいていない 全く理解をいただいていない

N＝954

50.7％3.7％ 27.1％ 15.7％ 2.6％

５４．４％

20.1％

〇交渉している荷主の中で、理解をいただいているという回答は５４．４％となった。
〇国土交通本省が令和5年度に実施した「標準的運賃にかかる実態調査」では、調査項目は異なるが
「希望額を収受できた」・「一部収受できた」が７５％となっている。



(参考)標準的運賃にかかる実態調査結果の概要

8（出展）国土交通省 「標準的運賃にかかる実態調査」より



トラック・物流Ｇメンの活動（令和６年９月末時点）

〈ブロック別働きかけ・要請・勧告実施件数〉

沖縄総合事務局

要請：0
働きかけ：5

北海道運輸局
要請：4

働きかけ：29

東北運輸局
要請： 4

働きかけ：30

関東運輸局
勧告： 2
要請： 92

働きかけ：406
中部運輸局

要請：16
働きかけ：95近畿運輸局

要請： 32
働きかけ：120

北陸信越運輸局

要請： 5
働きかけ：59

中国運輸局

要請： 6
働きかけ：46

四国運輸局
要請： 9

働きかけ：47

九州運輸局
要請： 7

働きかけ：77

トラックドライバーへのヒアリ
ング（中部・中国・九州）

トラック事業者に対する
電話調査や訪問調査（全国）

トラック事業者・荷主に対する説明会、
トラックGメンのチラシ配布（全国）

オンライン説明会の模様

荷主へのパトロール
(荷待ち状況の現地確認等)（全国）

トラックターミナル

高速SA、PA

9



元請け事業者・荷主に対する働きかけの実績
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２．要請件数実績

１．働きかけ実績件数

働きかけは、荷主が違反原因行為をしている疑いがあると認められる時に実施
九州ブロックの働きかけ件数 ８７件

要請は、荷主が違反原因行為をしていることを疑う相当な理由がある時に実施
九州では、７件実施。

３．勧告・公表実績

勧告・公表は、要請してもなお改善されない場合に実施
九州では実績なし（全国では２件実施）

運賃・料金の不当な据え置き 長時間の荷待ち

契約にない附帯業務 無理な運送依頼

異常気象時の運送依頼 過積載の指示・容認

26.1%

17.4%

35.9%

4.3%
5.4%

10.9%

令和６年10月末時点

運賃・料金の不当な据え置き 長時間の荷待ち

契約にない附帯業務 無理な運送依頼

異常気象時の運送依頼 過積載の指示・容認

52%

17%

3%6%
14%8%

参考：全国（令和6年9月）



トラック・物流Ｇメンの活動
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トラック・物流Gメンによる情報収集の取組み
○トラック事業者へ直接電話による情報収集を実施し、違反
原因行為の確認にあわせてトラックGメンの概要を説明。

○ トラックステーション（ＴＳ）等でドライバーへ荷主
情報の提供を呼びかけるとともに、チラシの配布や
違反行為に関するアンケートを実施。

物流ニッポン（R6.10.1）

○４運輸局（近畿・中国・四国・九州）合同で荷主パトロール
を実施し、荷主に対して物流の現状の理解を求める。

「標準
的運賃にかかる実態調査」



トラック・物流Gメンへの相談窓口
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九州運輸局ホームページ リーフレットにより呼びかけ

【皆様へのお願い】

本省ホームページの「投稿窓口」（目安箱）だけでなく、運輸局及び支局へ直接の申し出を受け付け
ています。「荷主の違反原因行為」に関する積極的な情報提供をお待ちしています。


